
地震・津波対策について 
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１ 地震対策の主な取り組み 

（１）建物耐震化等の推進 

◆一般住宅の耐震化に対する補助（旧耐震基準） 

  一般世帯      90万円 
   高齢者/障害者世帯 110万円  

◆新耐震基準（S56～H12） 

     木造住宅の耐震診断 
 わが家の専門家診断（無料診断）の対象範囲を拡大 
 →耐震化の推進を更に加速させる 

(目標)   

 H27耐震化率 92％  

(対象棟数)9,900棟  

 (H25.3月末)  

  27,500棟/30,800棟 89.3％        

（住宅耐震化の推計値） 
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■耐震性を
有しない住宅 

■S56～12 
木造住宅 

■H21～耐震 
補強合計数 
■H21～ 
 新築住宅 

■耐震性有り 
・～S56耐震性
を有する住宅 
・S56～H20非木
造住宅 
・H12～H20木
造住宅 
 総数  (29,610) (29,910) (30,220) (30,540) (30,870) (31,210) (31,560) (31,910) 

新耐震基準S56～H12 
無料診断対象住宅 

旧耐震基準 
耐震化推進 

住宅耐震化の推移（推計値） 
※H20住宅・土地統計調査を基に市独自で推計したものです。 
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（２）家庭内家具転倒防止の推進 

 家具等転倒防止 ～手軽で少額な経費で実施可能～ 

 (例) ６台設置:30,000円  5/6補助  自己負担:5,000円  

 
 

H15 H16 H17 H18 H19 

409世帯 526世帯 455世帯 90世帯 100世帯 

H20 H21 H22 H23 平成24年度 

45世帯 113世帯 38世帯 86世帯 1,517世帯 

 新たな取組  
 ・借家（戸建・アパート）等の家具固定の推進 
  “県内初”家主への補助制度創設（H25.1～） 
   ※借家の入居者が家具固定をしにくい環境を改善 

 ・要援護者世帯等における対策の強化 

全世帯対象に… 
 ①アンケート 
 ②啓発実施 
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（３）津波対策 

（第４次被害想定の前提条件） 
 砂丘は“自然地形” 
 到来する最大津波高は10ｍ → 海抜12ｍの砂丘防御 

 砂丘の構造安全性について 
  今後 県が調査を進め「安全度評価」を行う 

ア 津波被害想定の経過   
 平成13年 静岡県第３次地震被害想定  
     ・最大津波高5.3ｍ・浸水域0.24km2・被害なし 
 平成24年 内閣府「南海トラフ巨大地震津波浸水想定」 
     ・最大津波高10ｍ・浸水域1.7km2 
 平成25年 静岡県第４次地震被害想定 
     ・最大津波高10ｍ・浸水域2.5km2・人的被害10人       
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イ 袋井市津波シミュレーションの実施 

  市 国 県 

砂丘 地震発生と 

同時に破壊 
自然地形 
壊れない 

自然地形 
壊れない 

河川 
堤防 

地震発生と 

同時に破壊 

地震発生後３分後に
堤防が破壊 
もしくは越流すると… 
堤防が破壊 

７５％沈下 
（地震前の２５％高さ） 

 砂丘の構造安全性が確保されるまで市独自の対策が必要 
             ↓ 
 詳細な河川や地形データ等を盛り込み、２ｍﾒｯｼｭで解析 
（本市独自の想定） 
 各地域の津波到達時間や浸水深など ～津波の挙動把握～ 
 ハード・ソフト両面にわたる津波対策を… 
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内閣府発表 
（H24.8.29） 
浸水面積     

   1.7km2 

県第４次想定 
（H25.6.27） 
浸水面積 

  2.5km2 
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市独自想定
（H25.7） 
浸水面積               

   10.2km2 



（ア）既存施設の活用 

       23施設 約5,000人 

  
  ○公共施設の改修 
     ２施設  約2,000人 
 
 ○民間事業所の津波避難施設整備に係る補助制度創設 
  （H23.9月～） 
      12施設   約2,500人 
  
 ○共同住宅所有者との協定締結 
   ９施設   約  500人   
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ウ 津波避難施設の整備 
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「きらりんタワー」  
 工期：H24.7月～12月 
 海抜：12ｍ 
 避難面積：約160㎡ 

1,300㎡ 

海抜10ｍ 

150号線 

「平成の湊命山」  
 工期：H24.11月～H25.10月末 
 海抜：10ｍ 
 避難面積：約1,300㎡ 

（イ）新規施設整備 
 ○津波避難タワー（約160㎡）幼稚園と保育園の隣接地へ 

 ○「平成の命山」H24.10月工事着手  

（ウ）命山の整備予定 
  ○中新田地区 ○湊西地区  
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２ 今後の取り組み 
 

 ○避難所対策 

 ○広域連携（災害時相互支援協定など） 

 ○家庭内家具等固定・ブロック塀撤去の推進 

 ○避難路整備（橋梁耐震化や液状化対策等） 

 ○津波防災地域まちづくり計画の策定 

 （多重防御・区域の考え方） 

 ○津波避難場所整備（命山整備等） 

 ○情報伝達手段の高度化（同報デジタル化等） 
13 
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